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1987年～1992年に 
大量採用された世代

　前回は日本型人事にとって影響
が強いと想定されるシニア人材の
より有益な活用に焦点を当て，そ
の取り組み施策に言及した。シニ
ア世代と並び，日本型人事のブレ
イクスルーという観点で今後さら
なる課題となりうるのが，「バブ
ル世代」と呼ばれる1987年～ 1992

年に大量採用された層の活用であ
る。この層は，一般に企業内に在
籍する人員ボリュームが大きく，
いわば今後のシニア人材予備群と
もいえる。今回はこのバブル世代
をミドル層（ミドル人材）の代表
的な世代として定義したうえで，
ミドル層を取り巻く状況を整理
し，活用に向けた施策の方向性を
提言したい。

ミドル層の不活性シニア化を 
抑制するには

　日系大手企業はバブル期に新卒
一括大量採用を行った結果，要員
構造をみると，現在は40代後半
の在籍数が多くなっている（図表
1）。このバブル世代は10 ～ 15
年後にはシニア層に入るため，そ
の前に活用の仕方を検討する必要
がある。
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図表1　国内人口におけるミドル層（＝バブル世代・1987年～ 1992年入社）の状況

•

•

国内人口の
多い世代の入社年

2015 2020 2025 2030 2035

現在 5年後 10年後 15年後
1972
（団塊）

1980

1987
（バブル初期）

1992
（バブル終期）

2002
（氷河期後期）

•
•

年齢

バブル期に
大量採用した
世代

日系大企業における典型的な要員構造（例） 国内人口の多い代表的な世代の年齢推移

デトロイト トーマツ コンサルティング作成

ミドル層は，その下の採用抑制により部下なしが続き，
上の世代もポスト詰まりのため，マネジメント経験が
不足している世代
人数の多さゆえに、ローテーションによる育成や安定
的な昇進昇格も困難に
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　不活性シニア層の抑制に向けた
取り組みの 1つとして，バブル世
代の人員調整（要はリストラ）を
進めるという方法はあるものの，
将来の労働力減少を踏まえると単
なる人数削減ではジレンマを抱え
てしまう。あるいは，雇用調整の
プールと位置づけて雇用継続を図
った場合は，優秀な人材から自主
的に流出してしまう可能性が高
く，本来は残ってほしくない人材
ばかりが居残り，不活性シニア層
がさらに増加するという事態にも
なりかねない。こうした先のリス
クを見据えながら，ミドル層の活
用に頭を悩ませている読者の方も
多いのではないだろうか。

中小企業やNPOでは 
人材不足が深刻化

　ミドル層のなかでも超優秀者は

次期幹部候補として，すでにサク
セッションプラン等に組み込まれ
ていると予想される。では，それ
以外の人材はどうだろうか。
　現場の第一線でプレイングマネ
ジャーとして活躍し，プレイヤー
とマネジメントの両面の観点を併
せ持ち，“社内における有識者”
として扱われている人材も多いだ
ろう。にもかかわらず，ミドル層
はボリューム自体が大きいことか
ら人員調整の対象となりやすい。
先述のように，単なる人員調整で
は優秀者ほど企業から流出しやす
く，場合によっては他国の企業に
採用されてしまう。知識やノウハ
ウを蓄積した優秀者の流出は国力
の危機といっても過言ではないだ
ろう。
　一方で，国内ベンチャー等の中
小企業では人材確保が大きな課題

になっている。ある調査によれば，
ベンチャーを含む中小企業および
NPOが抱える経営課題のうち，
資金調達以上に人材不足がクリテ
ィカルな課題であると判明してい
る（図表 2）。しかも，人材不足
の主たる原因として，報酬のアン
マッチという問題の次に，人材確
保ルートがない（見つけられない）
という問題が挙げられている点が
興味深い。
　これに加え，さらに興味深い事
実がある。日本国内で廃業した中
小企業の半分近く（約45％）は
意外なことに経常黒字であり，廃
業原因の上位に後継者不在が挙げ
られているのである（2014年『中
小企業白書』より）。まさに，経
営存続のために人材を必要として
いる場所に適切な人材が供給もし
くは育成されておらず，一方で業

図表2　ベンチャー企業における経営ニーズ・人材確保上の問題点
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ベンチャー企業の当面の経営ニーズ 人材確保上の問題点

出所：一般財団法人ベンチャーエンタープライズセンター「2013年度ベンチャービジネスに関する年次報告書発表資料」2014年2月12日
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務効率・コストの点から余剰人材
を抱えている場所が存在してい
る，すなわち人材の需要ギャップ
を示している。この状況は，日本
の技術・メンタリティ等の貴重な
資産の先細りを示唆していないだ
ろうか。

日本企業が直面している 
イノベーションの課題

　人材面の課題と並行して，現状
の日本のビジネス環境を概観して
みたい。周知の通り近年の日本経
済は停滞し，その市場規模は継続
的な縮小傾向にある。これに伴い，
過去に日本経済の成長を支えてき
たイノベーションの創出も，年々
インパクトが薄れている。ソニー
の“ウォークマン”，ホンダの“オ
ートバイ”等，1990年代以前は，

世界を席巻したイノベーションが
数々創出されていたのに比べ，
1990年以降はむしろ海外企業に
よるイノベーションにとって代わ
ったパラダイム・シフトが目覚し
い。iPhone，Facebook等の海外
で創造された新たな価値が瞬時に
我々の生活に密着し，かつ多大な
影響を与え続けている。
　「新規事業の立ち上げ」「新しい
サービスの開発」「他社との差別
化」等は，日本企業が直面してい
る重要な経営課題の 1つである。
こういった課題解決の手法とし
て，社内ベンチャー制度等を実施
している企業も存在するが，思う
ような成果が得られていないとい
うのが経営層の率直な感想ではな
いだろうか（図表 3）。
　本稿では，この課題感への対応

策と関係づける形で，ミドル層の
新たな活用イメージを紹介した
い。先述のように，ミドル層はそ
のボリューム自体が大きいことか
らも，そのなかにはプレイングマ
ネジャーとして実務・マネジメン
ト双方に精通した人材も多く含ま
れるはずである。ミドル層という，
企業に眠れる巨大なリソースを呼
び覚まし，かつ，恐れずイノベー
ションを創出できる環境・条件を
準備することで，雇用調整と人材
の活性化という 2つの課題を解決
する道があるのではないか。
　以下に，この課題解決に挑んだ
海外企業の事例をご紹介したい。

人材の社内循環から 
社外を含む循環へ転換を

　フィンランドの大手通信機器メ

図表3　企業の連結売上高に占める既存領域と新規領域との割合

日本企業 米国企業 *1 （参考）中国企業 *2

93.4% 88.1%

既存領域 新規領域

87.9%

問：直近事業年度の連結売上高について，既存領域，新規領域の各領域から生み出された売上高の割合
既存領域：過去3年以上前から，提供している商品／サービスから生み出された売上割合
新規領域：過去3年の間に新たに提供を開始した商品／サービス，新規事業から生み出された売上割合

日本企業が新規領域から生み出した成果の度合いは米国に劣る

6.6% 11.9% 12.1%

脚注：上記はいずれも総売上高に占める各領域別の総計の比較により算出している。なお，日本企業について回答企業の各領域割合の「平均値（全企業平均値）」
でみても8.6%と同様の傾向となっている。
*1：「Business R&D and Innovation Survey2009」（米国商務省国勢調査局および国立科学技術財団）より
*2：「第1回全国工業企業イノベーション調査2007」（中国国家統計局）より
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ーカーであるNOKIAは，Bridge 
Programと呼ばれるキャリア移行
プログラムを展開し，業績低迷に
伴う厳しい雇用調整局面を克服し
た。同プログラムは，欧州をはじ
め各地の拠点で大規模に実施され
たもので，自主退職希望者を募り，
社内外転籍の斡旋に加え，起業を
志す者にはビジネスプランの策定
から資本金・研修等の支援までを
実施し，雇用対策社員による約
1,000社の起業を実現している。
　同プログラムのポイントは，人
材に対する考え方が，余剰人員の
削減というコストの観点のみなら
ず，NOKIA起点の新たなビジネ
スエコシステムの創造，地域経済
に貢献するという投資的な観点を
持ち合わせている点である。さら
に，自主退職希望者が今後も輝い
ていける新たなキャリアパスを提
示し，その支援をもプログラムに
含めていた。これにより，同プロ
グラムは国家レベルの優良な投資
施策の 1つに位置づけられてい
る。
　翻って，日本型人事における人
材活用とは，一企業のなかで完結
する正社員コミュニティでの“人
材の使い回し”というのが実態と
いえる。それが日本型人事の強み
でもあったが，企業内での活用先
が見えない状態に陥った場合に
は，漏れなくそのまま企業外への
放出という帰結になってしまう。
　しかし，今後はNOKIAのよう

に，人材を社内だけではなく社内
外の循環に生かしていくという観
点，すなわち人材活用の考え方の
転換が日本企業に求められるはず
である。つまりそれは，従来の
“社内使い回し型モデル”を“社
内外循環型モデル”へ転換させる
ことを意味する。
　この変化を生み出すには，①人
材に対する多様な活躍機会の提供
（機会を見せる）と，②セーフテ
ィネットの提供（不安を抑える），
という 2つの柱を同時に実現する
ことが重要と考えられる。①の手
段としては，ベンチャーに加え，
NPO・NGO・中小企業等幅広い
企業・組織との接触機会を付与し
ていくこと，②の手段としては，
社外循環に向けたスキル転換等の
機会やブーメラン出向等の“戻れ
る安心感”の付与，社外循環の悩
みを持つ社員のネットワーク形成
等が有効になるだろう（図表 4）。
　①の具体的な事例として，一
部の欧州企業は，従業員のボラ
ンティア活動参画を通して，社
会課題の最前線に触れさせ，そ
こから新規市場の発掘やネット
ワーキングを形成させていく
ICV（International Cooperate 
Volunteering）という取り組みを
積極的に進めている。この取り組
みは，その企業のコアコンピタン
ス・技術を，社会課題の解決に活
かすプロジェクトといえる。
　また，日本国内ではNPO法人

のクロスフィールズ社が，“留職”
というプログラムを提唱してい
る。これは，参加企業の人材を新
興国のNPO法人に一定期間派遣
し，社会課題に取り組んでもらう
というものである。NPO法人等
の人材不足の解消を図るととも
に，企業内の雇用調整をより有益
に進め，各国政府・企業等とのネ
ットワークの開拓にもつなげ，①・
②の両者を実現しうる代表的な取
り組みといえる。CSRの推進や，
急成長とともに浮き彫りになる新
興国の社会課題への意識の高まり
を背景とした先進的な取り組みと
もいえるだろう。

ミドル層を活用し， 
イノベーションを実現する 

3つのポイント

　最後に，ミドル層を効果的に活
用することでこれまで日本で起き
にくかったイノベーションを創出
させる 3つのポイントを紹介した
い。
　まず，イノベーションを創出す
るには，これまでの正社員コミュ
ニティをベースにしたタレントマ
ネジメントから脱却する必要があ
る。従来の日本企業では「人材を
自社のスキームのなかで活かす」
という考え方をしていた。しかし，
今後は，「自社の成長をより促進
させる人材を企業間（場合によっ
ては企業外組織間）のなかで育成
するキャリアパスを整備する」と
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いう考え方に変換していく必要が
ある。
　具体的には，
①人材の活用の場をオープンにす
る
②失敗を恐れないチャレンジング
な風土を作る
③「自社の成長＝利益の拡大」と
いう視点だけではなく「自社の
成長＝社会・経済への貢献によ
り自社のレピュテーション・ブ
ランド価値を高める」という視
点を持つ
という 3つの考え方を踏まえた取
り組みを実施すべきと考える。

①制度設計：人材の活用の場をオ

ープンにする
　これは，人材の活用の場を社外
にも広げる仕組みを整備する，も
しくはNPO法人などを含めた外
部プログラムに参画することを意
味する。オープンな人材活用制度
の整備により，社員はバラエティ
に富んだキャリアパスを得ること
ができる。もし，出向先でのチャ
レンジが気に入るようであれば，
そのまま出向先で活躍してもよい
こととする（転籍もありうる）。
やはり自社に戻りたいのであれ
ば，それもまた許容する。それに
より，外部組織で得た知見・価値
を自社に持ち帰り，ともすれば硬
直的になりやすい“自社の常識”

を少しずつ柔軟にしていけるので
はないだろうか。
　さらに，外部組織で取り組んだ
仕事が，例えば，注目度の高い社
会課題「地方の活性化」や「新興
国の社会インフラ整備」「全く新
しい市場の開拓」等の解決につな
がるものであったとしたら，出向
も“人減らしなどではなくチャレ
ンジである”と好意的に受け取ら
れる。併せて，実際に出向等で外
部組織に移ったメンバーに対する
手厚いサポート体制の提供も欠か
せない。

②組織風土変革：失敗を恐れない
チャレンジングな風土を作る

図表4　企業における「人材活用モデル」の転換

企業

中間層の社内循環

企業企業
企業 NPO

自治体

ベンチャー

黒字倒産
企業

外に出た人材が企業に
戻ることで組織を活性化

ゆるやかに連携

産業創造
一部社内ベンチャーの利用

起業/ 
スピンアウト

（一部の優秀ミドル層）

＜従来の人材活用のあり方＞ ＜新たな産業創造型タレントマネジメント＞

日本の有限な高度人材である大企業のミドル層の “社内使い倒し”の人材活用モデルから，
社外ビジネス機会を通したミドル層の真の活性化と産業創造の同時実現を図る“社内外循環”のモデルに転換する

一企業内の意向を実現するための
中間層人材の社内 “使い倒し”

社内評価×社内ポストを軸にした
定年まで続く社内人事ローテーション

新卒入社企業への定年までの完全依存

社外ビジネス機会のジョブローテーション化を
通じた中間層人材の “パワーアップ”

働き盛りの30-40歳代を対象に，社外ビジネス機会
をジョブローテーションに組み込んで社外派遣実施

元の企業に戻れる権利を与えたうえで個人の
自由意思で転籍可能（緩やかな関係の維持）

人材活用の主眼

人材ローテーション方法

企業と人の関係性

社内のビジネス機会・水準が人材成長の限界 社外のビジネス機会をジョブローテーションに組み込み，
社外目線も含めた人材成長機会を確保

中間層の社内外循環

デトロイト トーマツ コンサルティング作成
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　①を整備したことで得られる副
産物ともいえるが，特に出向モデ
ルを採用することで，“戻れる場
所がある”“何回でもチャレンジ
できる”という意識を根づかせる
ことが可能になる。これにより，
社員の起業家マインドを醸成し，
より自由な発想・よりチャレンジ
ングな企画の創出も期待できるだ
ろう。
　ここで注意したいのは，①とも
関係するが，チャレンジを少しで
もネガティブに捉えさせないとい
うことが重要になる。「オープン
に人材を活用する」と言いながら，
それが中小企業や地方への一方通
行ではイノベーションは起こらな
い可能性が非常に高い。確実な社
内外循環とすることが，次々に社
にとどまらないミドル人材を生み
出し，さらなる循環をもたらすの
である。

③意識変革：「自社の成長＝利益
の拡大」という視点だけではな
く「自社の成長＝社会・経済へ
の貢献により自社のレピュテー
ション・ブランド価値を高める」
という視点を持つ
　グローバル社会における企業の
成長・企業の価値とは，財務諸表
上の数値のみで語りつくせるもの
ではない。一部の企業については，
退職者たちを「元・○○社の」で
はなく「○○社卒業生の」という
ように，好意的な価値を伴って語

られることがよくある。すでに退
職した社員たちによって，その企
業のSeedsが広がり，さらにその
価値が高まると考えた場合，大企
業とベンチャーとのアライアンス
や都市圏から地方圏への仕事の転
換といった取り組みを積極的に行
っていくことにも一考の余地があ
るのではないだろうか。

　上記のような変革を大企業が率
先して実施することが望ましいと
想定される一方で，中小・ベンチ
ャー等の人材の受け入れ側もこれ
に対応する必要があるだろう。具
体的には，新規事業テーマ例・マ
ネジメント支援・技術指導等，受
け入れる人材に期待するミッショ
ンの明確化や，人材受け入れに対

する自組織内の認識の共有化・プ
ログラム化を事前に図っておくこ
とが挙げられる。
　知見・経験を蓄積したミドル層
には，大いなるポテンシャルが秘
められている。こういったタレン
トの有益な活用により，企業内外
の人材の新陳代謝を活性化させる
ことは，組織・人事面における日
本企業のさらなる成長の一助とな
りうるとともに，従来日本企業が
得意としていたイノベーションの
創出を再び促すためのトリガーと
なるのではないだろうか。その意
味でも，まずは，大企業側の人材
マネジメント（キャリアパスや人
事制度）をオープンタレントマネ
ジメント仕様に変えていくことが
強く望まれる。
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